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1．はじめに 

低炭素社会の実現に向けて、省エネルギー・省 CO2は

すべての事業者にとって喫緊の課題である。法制度によ

る定期報告の義務付けや、BEMS などの見える化システ

ムの普及など、エネルギーデータ把握のすそ野は広がっ

ている。しかし、従来の研究や法制度は大規模事業所が

中心で、今後のさらなる省エネ・省 CO2の普及促進のた

めには、中小規模事業所の詳細な分析・研究が欠かせな

い。本報では、中小規模事業所のデータとして、東京都

の定期報告制度のデータを活用し、その中の省エネ対策

メニューの採用情報を抽出し、分析が進んでいない中小

規模事業所の省エネ行動特性の把握を目的とする。 

 

2．分析対象データの概要 

2.1 東京都地球温暖化対策報告書制度の概要 東京都環

境局では、環境確保条例に基づき、従来からある大規模

事業所の定期報告制度に加え、2010 年度から中小規模事

業所を対象とする制度の運用を開始した。年間エネルギ

ー消費量が原油換算 30kL以上の事業所で、かつ同一事業

者が都内に設置する事業所等の合計が 3,000kL以上の場合

に、各事業所単位での報告義務が生じる 1 ) 。 

データ項目は、①事業所属性（業種（日本産業分類基

準）、所有形態、利用形態、連鎖化区分）、②建物属性

（延床面積）、③光熱水使用量データ（月間、一部年

間）、④省エネ対策実施状況（採用対策メニュー番号）で

ある。集計データの規模は以下となる。 

・期間 ：2009年度（2009年 4月～2010年 3月） 

・事業所数 ：30,849（総床面積 65,454千㎡） 

・光熱水データ ：109,855  

・省エネ対策メニューデータ ：317,468 ㎡ 

なお、情報保護の観点から各事業所が特定されるよう

な詳細データは省かれている。また、データ取得時期が

異なるため、東京都環境局の分析公開データ 2 ) とは分析

対象数が異なる場合がある。データの特徴は、中小規模

のため対象となる事業所数が多いことと、法制度上の報

告結果であるため、任意協力の場合に比べ、信頼性が高

く、収集継続性があり、制度が対象とする全数のデータ

取得および分析が可能な点である。 

2.2 省エネ対策メニュー 東京都環境局が設定した省エ

ネ対策メニュー（以降、メニュー）は全部で 600項目で

あり、各メニューは、最上位の A～Eの 5つの大分類から

各メニューまで 4 階層で体系化されている（表 1参照）。

定期報告の際に採用したメニューを番号により選択、記

載する自己申告制で、採用の基準は、採用可能なケース

の 50％以上（全営業日のうちの実施日数、全照明器具の

うちの実施器具数など）となっている 2 )
 。大分類は、実

際の省エネ取組みの流れが明確になるように、体制整備

A→状況把握 B→対策実施 C,D,E という構成である。 

各メニューには重要度レベル 1～3を設定して表記し、A4

で 2 ページの解説書をメニューごとに提供して、採用の

検討と運用を支援している。 

表１ メニュー体系（一部抜粋） 
中分類 小分類 各メニュー

Ａ．組織体制の整備 本社 ﾘｰﾀﾞｰｼｯﾌﾟ 対策方針設定、推進担当配置
（以降、体制整備） （計48ﾒﾆｭｰ） 推進体制,（他3分類） 取組目標設定、点検体制構築、‥‥

ﾁｪｰﾝ本部 推進体制 各店舗状況把握、点検実施、‥‥
（他3分類） 加盟者協力体制 協力依頼、事例共有、認定制度、‥‥

Ｂ．使用状況の把握 全事業所 使用量把握 時間帯別、設備別、‥‥
（以降、状況把握） （計8ﾒﾆｭｰ） 使用状況把握 前年度比較、時系列傾向把握、‥‥
Ｃ．運用対策 全事業者 照明設備 不在時消灯、点灯範囲表示、‥‥
（以降、運用対策） （計431ﾒﾆｭｰ） 空調設備 温度設定変更、室温把握、‥‥

事務機器,（他4分類） 業務終了時停止、集約化、‥‥
飲食系 ﾊﾞｯｸﾔｰﾄﾞ照明 照明付近整理、こまめな消灯、‥‥

冷蔵設備,（他5分類） 適正温度表示・設定、収納品位置表示
食品小売系 売場照明 営業前後消灯、ｽﾎﾟｯﾄ照明調整、‥‥

売場空調,（他5分類） 時間帯別客数把握、設定調整、‥‥
教育研究系 教室照明 JIS照度、採用消灯、昼休消灯、‥‥

教室空調,（他5分類） 外気導入量適正化、余熱利用、‥‥
加工組立 設備全般 4S実施、装置停止時補機停止、‥‥
（他10分類） 生産設備,（他5分類） 運転ﾙｰﾙ化、高効率機優先稼働、‥‥

Ｄ．設備保守対策 業務部門 照明設備 ランプの定期清掃・交換
（以降、保守対策） （計25ﾒﾆｭｰ） 空調設備,（他2分類） フィルター清掃、機器定期点検、‥‥

産業部門 コンプレッサ設備 エア漏れ補修、機器定期点検、‥‥
ﾎﾞｲﾗ設備,（他5分類） 蒸気漏れ補修、空気比の調整、‥‥

Ｅ．設備導入対策 業務部門 照明設備 高効率器具採用、安定器採用、‥‥
（以降、導入対策） （計88ﾒﾆｭｰ） 再生可能エネルギー 太陽光、太陽熱、地中熱、ﾊﾞｲｵﾏｽ

空調設備,（他9分類） 空調配管保温、インバータ制御、‥‥
産業部門 受変電設備 ﾃﾞﾏﾝﾄﾞｺﾝﾄﾛｰﾗｰ、進相ｺﾝﾃﾞﾝｻ、‥‥

換気設備 局所換気、高効率モータ、‥‥
炉,（他12分類） 断熱強化、高効率バーナ、‥‥

大分類

 
 

3．分析結果 

3.1 業種別集計 分析対象は、東京都環境局がデータ分

析の際 2 ) に定義した 13業種に加え、事業所数の多い業種

として金融業と小売業を追加した計 15 業種とした。スミ

ルノフグラブズ検定 3 ) にて外れ値とみなせるものを除外

（業種別に実施し、0.4～8.0％、計 1.9％を除外）して母

集団を作成した。表 2に、業種別に大分類ごとの平均採

用メニュー数および各業種上位 5位のメニューを示し

た。また各業種で固有メニューとなる上位メニューから

全業種合計上位 10を除いた上位 2を掲載した。C101は

全業種で 5位以内に入るなど、汎用的な手法は業種を問

わず採用されていることがわかる。 

表 2 平均採用メニュー数および上位採用メニュー 
業種 事業所数 A-組織 B-把握 C-運用 D-保守 E-導入 合計 1位 2位 3位 4位 5位

事務所 369 2.56 2.23 4.73 1.90 0.67 12.09 C101 B101 C109 B105 D104

テナント 2327 1.48 1.57 2.57 1.74 0.54 7.91 B101 A401 D104 C101 B105

情報通信 416 1.46 1.95 2.67 0.73 0.36 7.16 B101 C101 A201 C105 C114

飲食店 4782 1.52 1.67 5.90 2.00 0.57 11.66 D104 B101 C208 C203 C101

コンビニ 5802 1.30 1.01 4.12 2.50 0.76 9.70 D104 B101 C101 C612 C615

百貨店 644 2.92 2.02 7.45 2.70 1.06 16.14 C101 B101 D104 D101 C602

ホテル 122 2.05 1.49 4.66 3.07 0.57 11.84 C101 B101 C109 D101 D104

小中学校 1437 3.32 2.55 6.78 2.15 1.16 15.96 C101 C109 B101 A202 D104

高等学校 202 2.11 2.14 6.66 2.60 0.69 14.22 C101 D104 C109 B101 C501

病院 41 2.80 2.66 7.10 4.07 1.46 18.10 C101 C109 B101 D104 B105

文化施設 258 2.88 2.21 6.13 2.33 0.67 14.22 C101 C109 B101 A202 D104

運輸・郵便 1276 2.36 1.02 5.27 0.26 0.06 8.97 C101 C109 C116 A501 C115

公共機関 2713 0.91 1.00 2.83 0.94 0.34 6.02 C101 B101 A203 C109 B107

小売業 2003 1.86 1.51 6.20 1.86 0.88 12.33 D104 B101 C109 C101 A203

金融業 1255 1.70 1.44 4.56 1.70 0.94 10.35 C101 C109 D104 B101 C106

15業種 23647 1.66 1.45 4.73 1.88 0.66 10.38 C101 B101 D104 C109 D101

※テナントビルなどで、テナントにも報告義務がある場合、重複して集計される 採用率 74.4% 69.2% 66.6% 45.6% 40.3%  
事務所 C114 事務用機器を省エネモードに設定 B106 過去のデータによる傾向の把握
テナント A401 テナントにエネルギー使用量提供 A404 テナントへの温暖化対策協力依頼
情報通信 A201 地球温暖化対策の方針等の設定 C105 昼休み時の消灯の実施
飲食店 C208 営業前後の客室不要空調の停止 C203 営業前後の客室不要照明の停止
コンビニ C612 冷凍冷蔵庫の適正温度表示・設定 C615 冷気吹出し・吸込口の陳列物整理

C101 空室・不在時等のこまめな消灯 百貨店 C602 営業前後の売り場不要照明の停止 C612 冷凍冷蔵庫の適正温度表示・設定
B101 自ら入手可能な情報に基づく把握 ホテル C402 利用状況に応じた空調の設定変更 D106 ボイラ等の定期点検の実施
D104 空調フィルターの清掃・点検 小中学校 C115 事務用機器を業務終了時に停止 A203 具体的な取組目標と内容の設定
C109 空室・不在時等の空調停止 高等学校 C501 個室等不使用箇所のこまめな消灯 C508 空室・不在時等の空調停止
D101 ランプ等の定期的な清掃・交換 病院 D102 セントラル空調のフィルター清掃 D106 ボイラ等の定期点検の実施
A204 取組状況の点検体制の構築 文化施設 A203 具体的な取組目標と内容の設定 C114 事務用機器を省エネモードに設定
D105 換気フィルターの清掃・点検 運輸・郵便 C116 個人用端末の不用・離席時の停止 A501 ビル所有者の対策や要請に協力
B105 エネルギー使用量の前年度比較 公共機関 A203 具体的な取組目標と内容の設定 B107 主要設備の使用状況の把握
A202 温暖化対策推進担当の配置 小売業 A203 具体的な取組目標と内容の設定 C114 事務用機器を省エネモードに設定
D108 その他設備の定期的な保守・点検 金融業 C106 冷暖房温度を都の推奨値へ変更 C115 事務用機器を業務終了時に停止

業種別固有上位2

15業種合計上位10
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3.2 大分類別採用メニュー数の相関 大分類の体制整備

A から保守対策 Dまでの大分類ごとの採用メニュー数に

ついて、相関分析の結果を図 1 に示す。（設備導入 Eは経

営状況に応じた設備投資動向に左右される恐れがあるた

め対象外とした）。体制整備 A を充実させることにより、

その後に続くステップも充実すると考えられる。 

A と Bに関しては、平均変動係数で 0.31とばらつきが

小さく、右上がりの強い相関が表れているが、Aと C,D

との相関では段々とばらつき（変動係数＝標準偏差／平

均値）が大きくなり、Aの 

採用メニューが多くなると 

頭打ちの傾向がうかがえる。 

したがって、対策実施段階 

での省エネ行動の実践・推 

進が課題と考えられる。 
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図 1 採用メニュー数の相関 

 

3.3 メニューの普及度 メニューの普及度を検証するた

め、同業種内で各事業所の類似性が高い業種について、

各メニューの採用率を分析した。類似性が高い業種の基

準は、延床面積のばらつき（変動係数）とエネルギー消

費原単位のばらつきが小さい業種とし、それぞれの変動

係数が 15業種平均より小さい業種である「小中学校」

「高等学校」「コンビニ」「情報通信」を選定した 4 ) 。図

2 は各業種の中で採用率が高いメニューを順に 20項目を

並べたもので、Sが延床面積の変動係数、Eがエネルギー

消費原単位の変動係数を示す。 

上位 20メニューの平均採用率から、「小中学校」およ

び「高等学校」は採用率が高いメニューが多いことがわ

かり、これらは表 2においても採用メニュー数が比較的

多い業種であることから、省エネ取組が浸透しているこ

とが推測される。「情報通信」については、採用率 50％以

上のメニュー（図中点線）が少なく、業種内で共通して

取り組めるメニューの普及・浸透が期待される。 
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図 2 採用率比較(上位 20 メニュー) 

 3.4 メニューとエネルギー消費量の相関 業種ごとにメ

ニューの採否とエネルギー消費原単位の相関について重

回帰分析を行った。変数増減法を用いて、全メニューか

ら相関が最も高くなる変数の組み合わせを決定した。最

も相関の高い「小売業」では、メニューの採否によりエ

ネルギー消費原単位の値の 64％が説明された。表 3に、

エネルギー消費原単位を低減させる効果が高い順に、メ

ニューとその採用率を示す。係数が負のメニューを採用

するとエネルギー消費原単位が小さくなるため、C101が

最も優先度が高いと考えられる。また、E105や C601な

どは、効果が高い割に採用率が低く、積極的な採用が望

まれる。 

表 3 重回帰式係数表（小売業） 
メニュー 係数 採用率 内容 メニュー 係数 採用率 内容

C101 -3,021 54.8% 空室・不在時等のこまめな消灯 C120 -904 24.6% 外灯等の点灯時間の季節別管理

E105 -2,827 3.6% 照明用人感センサの採用 C102 1,462 12.2% 照明スイッチに点灯範囲を表示

C601 -2,691 6.0% 照明スイッチに点灯範囲を表示 A208 2,760 5.1% 組織横断的な推進体制の整備

E116 -2,388 15.8% ナイトカバーの採用 C706 2,786 20.6% 利用状況に応じた空調の設定変更

E102 -1,856 7.1% 蛍光灯へ電子安定器採用（屋内） C709 3,155 7.0% 温度計等による室温の把握と調整

C107 -1,828 10.5% 空調機スイッチに空調範囲を表示 A214 3,694 3.2% 温暖化対策優良事例の情報収集

B102 -1,727 12.0% 関連他者からの情報を加えて把握 C602 6,954 19.3% 営業前後の売り場不要照明の停止

C703 -1,262 32.7% バックヤードのこまめな消灯 C208 10,816 15.9% 営業前後の客室不要空調の停止

※エネルギー消費原単位(W/㎡年)＝5,819＋Σ(採否×係数)‥‥採用の場合は1、不採用の場合は0  
各メニューを採用率の割合にて採用したモデルケース

を考えるとき、回帰式による計算値は 6,652W/㎡年とな

る。ここで、例えば係数が負のメニューかつ採用率が低

い E105を選択し、その効果として、同業種内の全ての事

業所で不採用の場合（採否が 0）は 6,754W/㎡年、採用の

場合（採否が 1）は 3,927 W/㎡年となり、採用しない場合

に比べて 42%削減と試算される。このことから、図 1で

対策実施段階への移行が課題であったが、回帰式による

試算結果を具体的なメニュー採否の判断材料と利用する

ことも可能である。なお、係数が正のメニューであって

も、他のメニューと相対的に優先度は低いが、技術その

ものとしての省エネ効果はある。 

 

4．まとめ 

・省エネ対策メニューの集計結果から、C101 等の汎用的

な手法は業種を問わず普及していることがわかった。 

・大分類別採用メニュー数の相関分析からは、体制整備

A から対策実施段階 C,Dへの移行に課題がある可能性

がわかった。 

・メニュー普及度の分析から、同業種内での類似性は高

いが各メニューの採用率が低い業種（情報通信）もあ

ることがわかった。 

・メニューの採否と原単位の重回帰分析からは、C101空

室・不在時のこまめな消灯、E105照明用人感センサの

採用など、削減効果が高いメニューが抽出された。 

今後は、複数年度（2009～2011年度）のデータベース

を分析する予定である。 
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